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財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針

　　平成 23 年度から「公益法人会計基準」を適用している。
　　（1）固定資産の減価償却の方法
　　　　直接法による定額法で減価償却を実施している。
　　（2）引当金の計上基準
　　　　　退職給付引当金
　　　　事務局職員の退職に備えるため、当期末において発生していると思われる額を
　　　　期末自己都合要支給額に基づいて計上している。
　　（3）消費税等の会計処理
　　　　消費税込額で表示している。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
	 （単位：円）

科　　　　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産
　定期預金 5,000,000 0 0 5,000,000 
　定期預金 15,000,000 0 0 15,000,000 

小　　　　　　計 20,000,000 0 0 20,000,000 
特定資産
　社会貢献活動引当資産 464,498 0 0 464,498 
　財政運用引当資産 1,083,343 130,304 200,000 1,013,647 
　周年行事引当資産 2,768,824 0 0 2,768,824 
　退職給付引当資産 5,784,472 0 0 5,784,472 
　減価償却引当資産 2,793,639 0 0 2,793,639 
　什器備品引当資産 1,795,980 0 0 1,795,980 
　芝生化プロジェクト引当資産 2,095,305 0 0 2,095,305 

小　　　　　　計 16,786,061 130,304 200,000 16,716,365 
合　　　　　　計 36,786,061 130,304 200,000 36,716,365 

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。
	 （単位：円）

科　　　　　　目 当期末残高 （うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対応
する額）

基本財産
　土地 0 0 0 0 
　建物 0 0 0 0 
　定期預金 5,000,000 0 5,000,000 0 
　定期預金 15,000,000 0 15,000,000 0 

小　　　　　　計 20,000,000 0 20,000,000 0 
特定資産 0 
　社会貢献活動引当資産 464,498 0 464,498 0 
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　財政運用引当資産 1,013,647 0 1,013,647 0 
　周年行事引当資産 2,768,824 0 2,768,824 0 
　退職給付引当資産 5,784,472 0 0 5,784,472 
　減価償却引当資産 2,793,639 0 2,793,639 0 
　什器備品引当資産 1,795,980 0 1,795,980 0 
　芝生化プロジェクト引当資産 2,095,305 0 2,095,305 0 

小　　　　　　計 16,716,365 0 10,931,893 5,784,472 
合　　　　　　計 36,716,365 0 30,931,893 5,784,472 

　（記載上の留意事項）
　　基金からの充当額がある場合には、財源の内訳として記載するものとする。

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　（直接法により減価償却を行っている場合）
　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。
	 （単位：円）

科　　　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高
車両運搬具　フィット 1958000 1,957,999 1 
什器備品　　応接セット 290,400 290,399 1 
什器備品　　シュレッダー 189,000 188,999 1 
什器備品　　パソコン富士通 2017 149,090 149,089 1 
什器備品　　パソコン富士通 2020 166,100 166,099 1 
什器備品　　パソコン富士通 2021 146,960 146,959 1 
電話加入権 233,100 0 233,100 
保証金 2,426,000 0 2,426,000 

合　　　　　　計 5,558,650 2,899,544 2,659,106 

５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
	 （単位：円）

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
貸借対照表上
の記載区分

補助金
　受取全法連補助金 事務局強化 全法連 0 200,000 200,000 0 一般正味財産
　受取全法連補助金　B 全法連 0 572,000 572,000 0 一般正味財産
　受取県法連時補助金 県法連 0 597,960 597,960 0 一般正味財産
助成金
　受取全法連助成金　A 全法連 0 14,460,800 14,460,800 0 指定正味財産

合　　　　　　計 0 15,961,560 15,961,560 0

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。
	 （単位：円）

内　　　　　　容 金　　　額
全法連受取補助金　令和 7 年度分 14,460,800

合　　　　　　計 14,460,800


